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平成 17 年 12 月 9 日 

 

各  位 

会 社 名 新 日 本 無 線 株 式 会 社

代表者名 代表取締役社長  久 米 一 弘

（コード番号６９１１ 東証第１部）

問合せ先 総 務 部 長  高 橋 美 幸

（ＴＥＬ０３－５６４２－８２２２）

 

親会社の異動及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 

日清紡績株式会社（以下｢日清紡｣といいます。）が実施した当社株式の公開買付けにより、平成 17 年 12月

14 日付で当社の親会社の異動及び主要株主の異動がありますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
1. 異動が生じた経緯 

日清紡が実施した当社株式に対する公開買付け（公開買付期間：平成 17 年 11 月 9 日から平成 17 年 12

月 8 日）について、本日、日清紡より当社普通株式 19,756,000 株を取得した旨の公表がなされました。そ

の結果、日清紡の所有する当社議決権の数に対する割合は 52.54％となり、当社の親会社及び主要株主に該

当することとなります。また、日本無線株式会社（以下「日本無線」といいます。）は、本公開買付けに応

募し当社普通株式19,754,000株を譲渡することにより当社の親会社及び当社の主要株主に該当しないこと

となります。 

なお、本公開買付けの決済日は、平成 17 年 12 月 14 日となっております。 

 

2. 親会社の異動 

（1） 新たに親会社となる会社の概要 

① 商号      日清紡績株式会社 

② 代表者の氏名  代表取締役社長 指田 禎一 

③ 本店所在地   東京都中央区日本橋人形町二丁目 31 番 11 号 

④ 設立年月日   明治 40 年（1907 年）2月 5日 

⑤ 資本の額    275 億 87 百万円（平成 17 年 3月 31 日現在） 

⑥ 事業の内容   紡績、ブレーキ製品・紙製品等製造業 

 

（2） 異動の前後における当該親会社の所有に係る議決権の数及びその議決権の総数に対する割合 

 

 議決権の数 

（うち間接保有議決権数） 

総株主の議決権に対する割合 

（うち間接保有議決権数比率） 

異動前 
837 個 

（37 個） 

2.14％ 

（0.09％） 

異動後 
20,623 個 

（67 個） 

52.71％ 

（0.17％） 
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（注1） 総株主の議決権に対する割合の計算における分母の数には、当社が平成 17 年 12 月 7 日に提

出した（第 71 期中）半期報告書に記載された総株主の議決権数（39,123 個）を用いておりま

す。 

（注2） 当該公開買付けの成立により、長野日本無線株式会社が日清紡と特別資本関係を有しますの

で、日清紡の買付後所有株式数には、長野日本無線株式会社の所有株券の数も含まれており

ます。 

（注3） 総株主の議決権の数に対する割合の計算は小数第三位以下を四捨五入しております。 

 

（3） 親会社でなくなる会社の概要 

① 商号      日本無線株式会社 

② 代表者の氏名  代表取締役社長 諏訪 頼久 

③ 本店所在地   東京都三鷹市下連雀五丁目 1番 1号 

④ 設立年月日   昭和 24 年（1949 年）10 月 1 日 

⑤ 資本の額    147 億 4百万円（平成 17 年 3月 31 日現在） 

⑥ 事業の内容   情報通信機械器具製造業 

 

（4） 異動の前後における当該親会社の所有に係る議決権の数及びその議決権の総数に対する割合 

（注1） 総株主の議決権に対する割合の計算における分母の数には、当社が平成 17 年 12 月 7 日に提

出した（第 71 期中）半期報告書に記載された総株主の議決権数（39,123 個）を用いておりま

す。 

（注2） 総株主の議決権の数に対する割合の計算は小数第三位以下を四捨五入しております。 

 

3. 主要株主の異動 

(1) 新たに主要株主となる株主の名称 

日清紡績株式会社（詳細につきましては、2.（1）新たに親会社となる会社の概要をご参照くだ

さい。） 

(2) 異動前後における当該主要株主の所有株式数、議決権の数、総株主の議決権の数に対する割合及

び議決権のない株式として発行済株式総数から控除した株式数 

（注1） 単元未満株式 6,000 株（自己株式 226 株を含む）及び自己株式 2,000 株を議決権のない株式

として発行済株式総数から控除した株式数としております。 

（注2） 総株主の議決権に対する割合の計算における分母の数には、当社が平成 17 年 12 月 7 日に提

出した（第 71 期中）半期報告書に記載された総株主の議決権数（39,123 個）を用いておりま

す。 

 議決権の数 総株主の議決権に対する割合 

異動前 19,756 個 50.50％ 

異動後 2 個 0.01％ 

   

 
所有株式数 議決権の数 

総株主の議決権に 

対する割合 

異動前 800,000 株 800 個 2.04％ 

異動後 20,556,000 株 20,556 個 52.54％ 
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（注3） 総株主の議決権の数に対する割合の計算は小数第三位以下を四捨五入しております。 

 

（3） 主要株主でなくなる株主の名称 

日本無線株式会社（詳細につきましては、2.（3）親会社でなくなる会社の概要をご参照くださ

い。） 

 

（4） 異動前後における当該主要株主の所有株式数、議決権の数、総株主の議決権の数に対する割合

及び議決権のない株式として発行済株式総数から控除した株式数 

（注 1）単元未満株式 6,000 株（自己株式 226 株を含む）及び自己株式 2,000 株を議決権のない株式

として発行済株式総数から控除した株式数としております。 

（注 2）総株主の議決権に対する割合の計算における分母の数には、当社が平成 17 年 12 月 7 日に提

出した（第 71 期中）半期報告書に記載された総株主の議決権数（39,123 個）を用いておりま

す。 

（注 3）総株主の議決権の数に対する割合の計算は小数第三位以下を四捨五入しております。 

 
4. 異動年月日 

公開買付期間末日： 平成 17 年 12 月 8 日 

公開買付決済日：  平成 17 年 12 月 14 日 

 

5. 今後の見通し 

今後は日清紡の連結子会社として、同社と半導体新技術の開発やエレクトロニクス製品群の自動車産

業向けの売上拡大において連携を強化し、企業価値拡大を図ってまいります。 

 
以 上 

 
所有株式数 議決権の数 

総株主の議決権に 

対する割合 

異動前 19,756,250 株 19,756 個 50.50％ 

異動後 2,250 株 2 個 0.01％ 

    


